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ロシアにおける政治の「司法化」： 
憲法監督制度をめぐる問題との関連で
河　原　祐　馬
は じ め に
　冷戦の終結と相前後して，旧ソ連東欧諸国は，政治的民主化と経済的市場
化という二重の体制移行のプロセスを歩み始める。本稿は，こうした体制変
動期の旧ソ連東欧諸国の中から特にロシアの事例を取り上げ，ソ連崩壊後の
同国の具体的な政治プロセスにおいて，司法が実際にどのような役割を果た
しているのかということについて，主として，ロシア連邦憲法裁判所の活動
を中心とする憲法監督制度をめぐる問題との関連において，論じようとする
ものである。
　イギリスの政治学者リチャード・サクワは，「ソヴィエト体制の経験は憲法
をもってはいても，憲法秩序をもってはいなかった」との含蓄のある指摘を
おこなっている(1)が，ソ連崩壊後のロシアでは，1990年代以降の民主化プロ
セスの進展の中で，裁判所が議会や政府の行為もしくは決定に対して司法判
断を下す事例が多く見られるようになっており，これまで独立した司法審査
や民主主義的なガヴァナンスの基礎となる過去の慣行や歴史的先例の欠如を
もって論じられてきた(2)同国においても，他の旧ソ連東欧の体制移行諸国と
⑴　Sakwa, Richard. 2009. Power and Policy on Putinｾs Russia, Routledge, p. 10.
⑵　Thorson L. Carla. 2012. Politics, Judicial Review, and the Russian Constitutional 
Court, Palgrave macmillan, p. 1.
1
『岡山大学法学会雑誌』第64巻第３・４号（2015年３月) 658
???
論 説
同じく，いわゆる政治の司法化をめぐる問題が今日，大きな議論の対象となっ
ている。
　ソ連から現在のロシア連邦へと至るこうした体制移行期のロシアにおい
て，これまでの間に，独立した司法審査の基本的な枠組みをつくり出すため
の試みが大きく分けて３度にわたってなされてきた。1989年から91年のソ連
崩壊まで存在したソ連憲法監督委員会，1991年から93年まで機能した最初の
ロシア連邦憲法裁判所および1995年から現在に至るまで活動を続けている２
番目のロシア連邦憲法裁判所の試みがそれである(3)。ソ連崩壊へと至る政治
プロセスの中で誕生したエリツィン政権時代からプーチン以後の現在までの
約四半世紀にわたるロシア政治における民主化の進展に対する欧米先進諸国
を中心とした国際社会のこれまでの評価はけっして高いものではなく，それ
は，「柔らかい権威主義」，「競争的権威主義」もしくは「アノクラシー」と
いった同国の民主主義的発展に対して否定的な意味合いをもつ一連の用語を
もって説明されてきた。
　一般的に，憲法裁判所は司法府の中で議会や政府ともっとも近接した立ち
位置にあり，それはロシアの政治制度においても例外ではない。即ち，ソ連
崩壊後のロシアにあって，同国の憲法裁判所は，議会や政府諸機関の間での，
また，連邦と地域・地方の諸機関との間での競合する利害をめぐる政治対立
の狭間にあって，こうした異なる諸機関の権限の「境界線上にある諸々の問
題を取り扱うのに便利な制度上の手段(4)」として，当該の利害関係者たちの
多くによって政治的に利用されている。
　こうした状況にあって，政治における司法の役割について論じることは，
特にロシアのような未だ体制移行途上にある国の民主化プロセスの行方を検
討する上での重要な研究課題の一つであると考えられ，このプロセスにおい
て憲法裁判所を中心とした司法監督制度が果たす政治的な役割を考察するこ
とは政治の司法化をめぐる一連の問題を解き明かす上で第一義の意味をもつ
⑶　Sakwa, op. cit., p. 11.
⑷　Ibid., p. 6.
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ものであると言えるだろう。
Ⅰ. 変動期ソ連の憲法監督制度
１) ペレストロイカとソ連憲法監督委員会
 1985年にソ連共産党書記長に就任したミハイル・ゴルバチョフがペレスト
ロイカの名称で総称される諸改革に着手するまで，ソ連では，議会や政府の
行為が憲法の諸規定や原則の遵守のもとになされているのかという司法監督
に関わる問題は実際上ほとんど重視されてはいなかった。1977年に制定され
たソ連憲法はその第173条に同憲法の最高法規性の規定をおき，この憲法の最
高法規性を担保するために設けられたのがソ連最高会議および同幹部会に憲
法遵守の管理を委ねる憲法保障制度であった(5)。
　同制度は，1960年代後半以降，「ソ連最高会議のもとに「憲法監督の特別の
機関」を設置することを提案していた法学者たちの主張をしりぞけて設けら
れたものであった(6)」が，この制度が担っていたとされる憲法遵守の管理と
いう本来の機能はまったく果たされてはいなかったと考えられる。ゴルバ
チョフ時代の法改革論者たちは，「法の合憲性に基づいて裁定し，かつ，連邦
と共和国との間の論争に裁決を下すフランス第５共和制の憲法院もしくはド
イツ連邦憲法裁判所のような制度に比肩し得る憲法裁判所を創設することを
要求した(7)」。
　ペレストロイカ政策の加速化が進む中，1988年６月に開催された第19回ソ
連共産党協議会では，共産党と国家の分離，党の民主化，議会制度改革，法
治国家という明確な方針が打ち出され，その機能が問題視されていた憲法保
障制度に代わる制度として，ソ連憲法監督委員会の創設が公言された。この
時期から1990年の春先にかけて，最高会議の改革に伴う人民代議員大会の創
⑸　小森田秋夫編　2003『現代ロシア法』，東京大学出版会，138頁を参照。
⑹　同上，138頁。
⑺　Remington F, Thomas. 2010. Politics in Russia, Pearson-Longman, pp. 235-236.
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設，ソ連共産党の法的地位を定めたソ連憲法第６条の改正を受けてなされた
複数政党制への移行および大統領制の導入といった政治的民主化の進展に
とって重要な諸改革が実行に移されることになる。
　こうした画期的な法的改革の流れの中で，憲法監督委員会は当初は「ガヴァ
ナンスのための法的基礎として，より大きな権威を憲法に付与することにな
るメカニズム」として理解され，ゴルバチョフはこれを「まさに実質を伴う
憲法メカニズム，即ち，憲法を強化し，かつ憲法規定の実施における一貫性
を保障する道具」として公的に論じた(8)。
　しかし，当時のソ連ではバルト諸国をはじめとする連邦構成共和国におけ
る分離主義の運動が台頭しており，新設されたばかりの人民代議員大会にお
いて，バルト諸国や地域間代議員グループの議員たちは同委員会の設置を自
らの共和国の主権を主張する上で脅威となる政治的な動きとして理解した。
また，連邦政府の側においても，多くの者がこの委員会に大き過ぎる権限を与
えることに対して否定的な態度を示した(9)。こうした共和国と連邦両勢力の思
惑が錯綜する中，政治的妥協の末，1988年12月，ソ連憲法監督委員会が法令の
憲法適合性審査を行う権限を与えられる独立した司法機関として設置された。
　憲法監督委員会は，人民代議員大会やソ連最高会議，ソ連大統領，連邦構
成共和国の国家最高機関，ソ連最高会議や政府高官，さらには，ソ連科学ア
カデミーのような公的学術機関の質問を受ける形で提起された諸問題の検討
を行うことができたが，また，委員会自らの裁量でそれを行う権限を有して
いた。特定の法令もしくはその個々の規定が憲法に適合しているかどうかを
審査する際，同委員会はその法令等を出した政府諸機関に対して違憲判断を
示した上でその法令の執行を停止させ，当該機関がその法令等を改めるため
に３カ月間の猶予が与えられた。
　この当該機関が３カ月以内に対応しなければこうした法令等の執行停止は
期間満了となるが，これにより，それは自動的に無効とはならなかった。即
⑻　Ibid., p. 30.
⑼　Ibid., p. 31.
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ち，「違憲の法令等の取消しは，その取消し権を有していた当該機関が，ソ連
憲法監督委員会の違憲判断を受けて行う(10)」こととなっており，それ故に，
同委員会の判断が実際の効力をもつかどうかは議会や当該の政府諸機関の協
力如何にかかっていた。また，同委員会は裁判所ではないので訴訟を裁定す
ることもできなかった。それ故に，ソ連憲法監督委員会は，司法審査の勧告
権限のみを有する憲法監督のための諮問的な制度(11)であったと考えられる。
　ソ連憲法監督委員会は1990年１月に正式に発足し，その活動を開始した。
同委員会が行った最初の公式の決定は，モスクワでのデモの禁止または許可
についての権限を大統領が有するとした当時のゴルバチョフ大統領によって
出された法令を違憲とする同年９月の裁定であった。同委員会はソ連邦の消
滅と運命を共にすることになるが，その間，この組織は連邦政府と共和国政
府との間の権威をめぐる「法律戦争」にまき込まれ，これら両政治権力の調
停者としての自らの無力さを露呈した。
　1989年12月に制定されたソ連憲法監督法は，元来，ソ連人民代議員大会に
よって制定された法令，連邦構成共和国の憲法および法令等についての憲法
監督委員会による憲法適合性審査を認めるものであったが，分離主義的傾向
を強める連邦構成諸共和国の指導者たちがこの法律を承認する条件として提
示したのは，これらの法令が，「ソ連憲法もしくは国際法によって保護される
人権や自由に違反する場合を除いて，連邦構成共和国の憲法や法令について
の委員会の権威を人民代議員大会が停止する(12)」というものであった。その
際，停止された同委員会の権威は，「ソ連政府と諸共和国との関係の再定義を
行うためのソ連憲法の改正を経て，こうした諸共和国の法令を含む形で拡大
されることになっていた(13)」が，そうした議論は1991年８月の連邦政府保守
派によるクーデター未遂事件へと至るその後の目まぐるしい政局の中で立ち
消えとなり，1991年12月，同委員会はその自らの短い活動を終えることにな
⑽　小森田前掲書，138頁。
⑾　Thorson, op. cit., p. 33.
⑿　Ibid., p. 32.
⒀　Ibid.
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るのである。
２) 旧ロシア連邦憲法裁判所
　ソ連の連邦構成共和国の中で最大のロシア・ソヴィエト連邦社会主義共和
国においても，1989年10月，77年ソ連憲法の改正に伴う同共和国の78年憲法
の一部改正を受ける形で，ロシア憲法監督委員会の設置が決定された。しか
し，この憲法監督委員会は実際の設置には至らず，1990年10月，さらに78年
憲法が一部改正され，その改正の中で，憲法裁判所を準備する規定が設けら
れた。翌91年５月，同憲法裁判所の組織および権限についての規定がロシア
最高会議によって採択され，これに続く７月12日，ロシア・ソヴィエト連邦
社会主義共和国憲法裁判所法が同共和国の人民代議員大会によって承認され
た。先述のソ連憲法監督委員会法は連邦構成共和国に対して自国の憲法審査
のための制度を創設することを認めており，ロシアは連邦構成共和国の中で
実際に憲法裁判所を創設した最初の共和国となった。同10月，第５回人民代
議員大会は憲法裁判所の裁判官13人（定員15名）を選出し(14)，これにより，
ロシアにおいて最初の憲法裁判所が事実上，機能し始めた。
　1991年７月に採択された憲法裁判所法では，同憲法裁判所の独立性を担保
するために，裁判官に対する幾つかの身分保障の措置が講じられた。65歳定
年制の下，裁判官は終身で任命され，「自らの同意なく退職やその他の地位に
移されることを強いられることはない(15)」とされた。彼らは政治的に非党派
であることを求められ，学術機関の会員であることなどを除いて，原則，そ
の他の職務との併任を認められなかった。同裁判所の裁判官は最高会議の議
長の提案に基づく形で人民代議員大会によって選出され，また，35歳から60
歳までの市民であることや「10年以上の法律専門職の経歴」のある者(16)と
⒁　この裁判官たちの選出に当って，特に，長官となったヴァレリィ・ゾルキンを除いた
他の候補者たちの法曹経験者としての経歴が大きく問われ，最後の２人の任命について
は議会の同意を得られなかった（Thorson, op. cit., p. 39）。
⒂　Ibid., p. 39.
⒃　小森田前掲書，139頁。
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いった要件が求められた。このロシアにおける最初の憲法裁判所の創設に当
たって，エリツィン大統領および最高会議の議員たちは，ドイツの憲法学者
たちからのアドヴァイスを受けつつ，憲法裁判所を司法的統制の制度として，
ソ連憲法監督委員会に比してより独立性の高い組織にするための制度設計を
行った。
　同裁判所がもつ主たる権限としては，抽象的規範統制の権限，憲法不服申
立審査の権限および意見提示の権限(17)などが挙げられるが，ロシア人民代議
員大会や最高会議，大統領，閣僚会議といった国家の最高権力機関が抽象的
かつ具体的な審査の請願を行うことができることに加えて，下級裁判所や個
々の市民および市民団体についても具体的な審査要求を申請することが可能
であった。また，憲法裁判所自らがその司法権の範囲内で問題の提起を行う
ことができた。特に，同裁判所は自らの「意見にしたがって大統領等の行為
および決定を合憲または違憲と認定することを当該機関に義務づける(18)」こ
とが可能とされており，この意見提示の権限は「93年政治危機」を経て1995
年に活動を再開した現在の新たなロシア連邦憲法裁判所には認められてはい
ない高い権限の一つであると言えるだろう。
　ソ連邦の崩壊プロセスの中で創設されたロシア連邦憲法裁判所は，1978年
に制定されたロシア・ソヴィエト連邦社会主義共和国憲法およびその一部改
正法を前提とする法的環境の下にあって，ソ連崩壊後の混乱した政情の中で
の新たなロシア連邦憲法の起草をめぐる大統領と議会との間の政治対立に巻
き込まれながら，独立した憲法審査機関としての自らの活動を行った。ソ連
崩壊直後の1992年１月，ロシア連邦憲法裁判所は，国家安全保障委員会
（KGB）と内務省を一つの省庁に合併するというエリツィン大統領の大統領
令が違憲であると宣言した。エリツィン大統領は同裁判所にとって初となる
この決定を遵守し，それは効果的な司法審査の先例となった。
　この時期の憲法裁判所によってなされたもう一つの重要な決定は，共産党
⒄　同上。
⒅　同上，140頁。
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を非合法化し，かつ，その財産を国有化するという1991年の秋に出された大
統領令に関わるものであった。1992年11月，同裁判所は，エリツィン大統領
の行為の合憲性を審査しつつ，1991年８月のクーデター未遂事件の余波の中
で大統領が行ったこの行為は彼の権限の範囲内でなされたものであったこ
と，しかし，共産党の党員たちが一般大衆に働きかけて「草の根」的な諸組
織をつくることを大統領が禁止する権限をもってはいないとの裁定を行っ
た(19)。さらに，同裁判所は，「国が共産党の財産を没収する権利を有するが，
しかし，資産の権原が不明確または物議を醸すものである場合には，最高調
停裁判所が国の権利を裁定することができる(20)」とした。この決定は，大統
領と共産主義者双方の主張に配慮したものとなっており，大統領と共産主義
勢力が優勢な議会との間の政争が激しくなる中，同裁判所が，政治的中立の
立場を明確に示しつつ，「ソ連共産党そのものが違憲であるという大統領の主
張に与する(21)」決定を行うことを意図的に避けたものであったと考えられて
いる。
　旧ロシア連邦憲法裁判所の決定は，「ロシア全土にわたって，すべての企
業，機関，組織，公務員および市民と同じく，すべての政治・行政機関や裁
判所にとって，義務的なものである」と見なされ，「裁判所の決定が一旦下さ
れれば，人民代議員大会もしくは最高会議は，それが法令違反を含んでいた
時には同裁判所の評価を反映するように，法律の改正を余儀なくされ，また，
それが違憲である時，その法律は覆された(22)」。このように，旧憲法裁判所
は，先述のソ連憲法監督委員会の諮問的な権限とは異なって，その原則にお
いて，より大きな司法審査の権限を有していた。1990年から91年にかけての
時期，連邦権力と共和国権力との間の激しい政治対立の中で，ゴルバチョフ
とエリツィンは互いの政治的立場を正当化する上で，法的もしくは憲法上の
論議を巧みに利用しようとした。
⒆　Danks, Catherine. 2009. Politics Russia, Pearson-Longman, p. 211.
⒇　Remington, op.cit., p. 236.
　Ibid.
　Thorson, op. cit., p. 38.
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　この両者の間の「法律戦争」において，エリツィンはゴルバチョフに対し
て，常により民主主義的な姿勢を示すことによって，ロシア市民の支持の拡
大に成功した。憲法裁判所は，この「法律戦争」において，エリツィンにとっ
て，連邦政府に関わる政治資本を獲得するための格好の宣伝材料であり，こ
の文脈において，「ゴルバチョフがソ連憲法監督委員会を真に独立した司法機
関にすることをよしとはしなかったのに対して，エリツィンは進んで議会と
行政府の決定を覆すことのできる独立した権威を付与された憲法裁判所を創
設しよう(23)」と試みた。エリツィン大統領とロシアの議会は，当時はまだ共
通の政敵である連邦政府に対抗すべく共に協力関係にあり，また，高い権限
をもつ独立した憲法裁判所の創設は，当時，エリツィン大統領によって演出
された民主主義的な自らの姿勢を国際社会に対して訴える上で，とても有効
な政治的ツールであったと言えるのである。
Ⅱ. 1993年危機へと至る政治プロセス
　先に言及したように，旧ロシア連邦憲法裁判所がその活動を開始した1990
年10月の段階では，エリツィン大統領とロシアの議会は，ゴルバチョフ大統
領と連邦政府という共通の政敵に対抗するための協力関係にあった。また，
独立した高い権限を有する憲法裁判所をロシアに創設することは，ロシア・
ソヴィエト連邦社会主義共和国の政治的リーダーたちが，この共通の政敵で
ある連邦政府に比して，より民主主義的な政治姿勢を内外に示す上での格好
の宣伝材料の一つであった。こうして，エリツィン大統領とロシアの議会は
自国に憲法裁判所を創設することに共通の利害を見出していたが，1991年８
月のクーデター未遂事件以後，この共通の政敵であったゴルバチョフ大統領
および連邦政府の権力が急速に弱体化し，ソ連邦がその崩壊へのプロセスを
辿り始めると，エリツィン大統領の新しい執政府とロシアの議会は，相異な
　Ibid., p. 34.
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る利害関係の中で両者の主張を前面に押し出しつつ，お定まりの党派的な政
治闘争へと進んでいった。こうした大統領と議会双方の政治的な対立の中で，
旧ロシア連邦憲法裁判所は難しい政治的立ち位置に立たされ，ソ連崩壊後の
新しい憲法の起草をめぐる法的論争に大きく巻き込まれていくことになる。
同裁判所は，「結果的に，大統領側と議会側との権力抗争において反大統領側
に立つことになり，このことが旧憲法裁判所の活動の停止，さらにはその「改
組」という大統領側の超法規的措置をもたらすこと(24)」になるのである。
　1991年８月の連邦政府保守派によるクーデター未遂事件以後，連邦政府の
権力が急速に衰えていく中で，経済状況はさらに悪化し，深刻な物不足の中，
物価の著しい高騰が進んだ。エリツィン大統領は，ロシアの議会に対して，
この経済危機に迅速に対応するための大権の付与を要求した。同大統領は，
1991年10月，法令によって，自らの急進主義的な経済プログラムを実行する
ための権限を与えられ，ここに，欧米志向の改革論者たちによって，決定的
な経済転換のための政策が実行に移されることになった。エリツィン政権内
には，イゴール・ガイダールを中心とする改革派によって平均44歳の内閣が
組閣され，同内閣は，1992年１月以降，通過改革によるルーブリの安定化を
目指して，IMF モデルに従った財政緊縮および価格自由化政策に本格的に着
手し始めた。
　「ショック療法」の名称で広く知られるこの経済政策の下，ソ連崩壊直後
のロシアでは，市場の要求に対して価格と需要を決定させることによって，
また，政府の歳出と歳入にバランスを取らせることによって，経済の安定化
を図ることを目的とした幾つかの急進主義的な措置が講じられた。政府は，
ほとんどの物資の価格を変動させ，税率を上げ，公共福祉事業への支出を大
幅に削減した。こうした政策は，大局的には，市場化を中心とした新ロシア
国家の移行期における重層的な次元でのシステム転換を迅速かつ効果的に実
現していくことを主たる目的とするものであったが，それは，「所有や経済管
　小森田前掲書，140頁。
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理機構を含めた社会主義経済システムを相対的に短期間のうちに市場システ
ムへと転換する一方で，それにより生じる経済的な歪みは緊縮的な金融・財
政政策(25)」等を通じて是正することを意味していた。
　冷戦終結直後の旧ソ連東欧諸国で広く採用されたこうした急進主義的な経
済安定化政策は，少なくとも，短期的にはインフレによる著しい価格の上昇
を招き，それは，企業の生産活動や市民の生活全般を大きく圧迫することに
なった。ロシアの場合，この政策は，結果として，「特に逼迫した状況をひき
起こし，かつ，各々が組織化された政治的利害の強力な利益を代表しつつ，
大統領と議会との間の激しい衝突へと導くことになった(26)」。即ち，それは，
「リベラルな改革の大義を支援する大統領と国家社会主義への回帰を要求す
る議会(27)」という同改革の是非をめぐる相容れない政治的対立軸をソ連崩壊
後のロシアに現出させることになった。大統領と議会との間のこの対立はま
た，同国のめざす政治体制が，「大統領国家」なのか，それとも「議会制国
家」なのかという対立(28)の形となって現れた。
　下斗米伸夫は，1992年から93年にかけてのこの大統領と議会との間の憲法
論議をめぐる根本的な対立が，1978年憲法第２条の「国民は権力をロシア連
邦の政治の基礎である人民代議員大会を通して実現する」という単一不可分
なソヴィエト権力観と同第３条の「ロシア連邦の国家権力は，立法，執行，
司法の権力分立の原則の上に基礎づけられる」という，新たに加わった権力
分立の相違に反映されているとした上で，問題は，「大統領と最高会議との間
で，国家権力の各機関，特に政府に対する執行権限がどちらにあるのかとい
うことが，まったく対極的な解釈を生む」ことにあったと論じている(29)。こ
うした大統領と議会の権限についての憲法解釈をめぐる問題は憲法改正の必
　吉井昌彦　1997「ロシア移行期経済の比較分析と諸問題」『ロシア・東欧学会年報』第
26巻，21頁。
　Remington, op. cit., p. 59.
　Ibid.
　下斗米伸夫　1999『ロシア世界』，筑摩書房，62頁。
　同上。
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要性を惹起し，1990年６月，第１回人民代議員大会は議会内に憲法委員会を
発足させ，同11月，最初のロシア連邦憲法草案が公表された。さらに，翌91
年10月には，この最初の草案に修正を加えた新たな憲法草案が発表され，そ
れは人民代議員大会の予備的検討にかけられた。
　1992年４月の第６回人民代議員大会では，同３月に最高会議の予備審議を
経た憲法委員会の第３次案が公式案として審議の対象となった。同案は第１
次案に比べてより高い大統領権限を認めるものであったが，同案の議会と大
統領に関する章については，シャフライ法担当国家評議員が作成した「大統
領案をも考慮して，最高会議と憲法委員会が草案を作り直し，次期人民代議
員大会に提出するよう決議(30)」がなされた。この第６回人民代議員大会の
後，ロシア国内の経済状況はさらに悪化し，同年末に開催された第７回人民
代議員大会において，エリツィン大統領は，ガイダール首相代行に代わって，
穏健改革派のチェルノムイルジン副首相を首相に任命することを余儀なくさ
れることになる。 
　こうした状況の中，エリツィン大統領は，翌93年３月20日，「特別統治体制」
導入についてのテレビ演説を行い，「権力の危機克服までの期間の特別統治秩
序に関する大統領令」に署名した(31)。この大統領令は，「事実上，現行憲法の
停止，大統領直接統治の宣言であり，国家権力の最高機関たる議会の立法権
や国政監督権を制約する超法規的な措置の導入を意味(32)」するものであった。
この事態にあって，憲法裁判所は，「特別統治体制」導入についての大統領の
テレビ演説は権力分立違反であるが故に違憲であるとの意見を提示した。憲
法裁判所の違憲裁定を受けて，議会は第９回臨時人民代議員大会を開催し，
同大会で大統領解任を票決にかけたが，エリツィン大統領はかろうじて解任
を免れた。４月25日に実施された大統領の信任と社会経済政策の支持につい
ての国民投票を乗り切ったエリツィン大統領は，５月12日，自身の手元で作
　木村明生　2000『ロシア・ソ連・ロシア』，彩流社，295頁。
　同上，296頁。
　同上，297頁。
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成された新憲法草案の確定手続きに関する大統領令に署名する。さらに，６
月５日，同憲法草案を最終草案として確定するために憲法協議会が招集され，
エリツィン大統領は，「この協議会が策定した新憲法の最終案を国民投票にか
けるか，または協議会を正式の憲法制定会議に格上げして採択するか，ある
いは選挙の洗礼を受けたあとの新議会で採択する構想(33)」を打ち出した。
　議会は，このエリツィン大統領の強引な政治手法に対抗して，議会の憲法
委員会で確定された新憲法最終草案の最高会議における審議を経て，11月17
日開催予定の人民代議員大会でそれを採択するという今後の具体的な手続き
の見通しを示した。こうした新憲法の起草をめぐる大統領と議会との間の激
しい政争は，最終的に，1993年の９月から10月にかけての劇的な政治危機に
行き着いた。1993年９月21日，エリツィン大統領は最高会議を解散し，新憲
法採択のための国民投票および新憲法の規定に基づく新しい議会のための選
挙を要求する大統領令1440を発布した。同大統領は，この大統領令の主たる
法的根拠を1991年６月の大統領選挙および93年４月の国民投票の結果，さら
には，国家安全保障に対する大統領としての自らの憲法上の責任に求めた。
しかし，ヴァレリィ・ゾルキン憲法裁判所長官をはじめとする10名の裁判官
は，同大統領には議会（人民代議員大会と最高会議）の解散権および活動停
止権はないと判断し，憲法裁判所として，この「ロシア連邦における段階的
憲法改革について」の大統領令に対して憲法規定に反するとの意見の提示(34)
を行った(35)。
　翌９月22日，議会側は，エリツィン大統領を大統領職から解任し，ルツコ
イ副大統領を大統領代行とすると宣言したことにより，こうして，ロシアに
二重権力状態が生み出されることになった。ルツコイ大統領代行は，グラチョ
　同上，299頁。
　「ロシア連邦憲法裁判所の主な判決・決定」http: ruseel.world.coocan.jp/RCCindex.
htm 14.10.2014.
　ゾルキン長官は，1991年10月に開催された第５回人民代議員大会におけるロシア連邦
憲法裁判所裁判官の選出に当って，後に，ルツコイ副大統領によって率いられたソ連共
産党改革派を中心に結成された自由ロシア人民党へと発展する議会グループ「民主主義
会派のためのコミュニティ」の推薦を受けていた（Thorson, op.cit., p. 38）。
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フ国防相を解任し，元国防次官のウラジーミル・アチャーロフ退役大将を国
防相に任命すると宣言した。10月３日，同大統領代行は，最高会議ビルのバ
ルコニーから自らの支援者たちに向かってモスクワ市庁舎とオスタンキノの
テレビ塔を占拠するよう呼びかけ，また，ハズブラートフ最高会議議長は，
クレムリンを占拠するよう軍の部隊に要請するとの宣言を行った。翌10月４
日未明，エリツィン大統領とチェルノムイルジン首相が国防省を訪れ，反大
統領派の議員たちが立てこもっている最高会議ビルの攻撃に軍の部隊を用い
ることを軍指導部に対して要請した。10月４日の朝，最高会議ビルへの軍の
投入が開始され，同ビルへの砲撃を含むこの戦闘はその日の午後にはほぼ終
了した。ルツコイとハズブラートフの２人の首謀者をはじめとする議会側の
指導的なメンバーたちは逮捕され，こうして，大統領と議会両政治勢力の間
の両者の権限をめぐる激しい政争はここに幕を閉じることになった(36)。
Ⅲ. 1993年憲法と新たなロシア連邦憲法裁判所
１) 1993年憲法と大統領の権限
　最高会議ビルに対する軍の砲撃という劇的な政治手法によって議会との政
争に決着をつけたエリツィン大統領は，1993年10月15日，同12月12日に予定
されていた議会選挙に合わせる形で新憲法草案の是非を問う国民投票を実施
するとの大統領令を発布した。11月10日，憲法協議会によって検討された新
憲法草案の確定案が公表され，同確定案は12月12日，当初の予定通り，国民
投票にかけられた。ロシア中央選挙管理委員会によって発表された公式の数
字では，結果は，有権者全体の54.8%が投票し，同投票者の58.4%が新憲法
の確定案に賛成した。この投票結果を受けて，1993年12月25日，ロシア連邦
の新しい憲法が発効した(37)。
　河原祐馬　2010「ソ連邦の崩壊とロシアの政軍関係」，『岡山大学法学会雑誌』第59巻
第３・４号，42-44頁を参照。
　木村前掲書，303頁を参照。
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　1978年のロシア・ソヴィエト連邦社会主義共和国憲法に代わって1993年に
制定された現在のロシア連邦憲法は，ソ連崩壊後の政治的民主化と経済的市
場化というソ連崩壊後のロシアが辿った「二重のシステム転換」の基本的プ
ロセスに即応する形でその起草がなされた。同憲法において，ロシアは「民
主主義的な法の支配の連邦国家」（第１条）と定められた(38)。同憲法は議会
に対して大統領府が優勢な強い大統領共和国の創設を企図しており，同憲法
の制定によって，1990年以来の議会と大統領との間の権限をめぐる対立を基
調とした新憲法起草問題に最終的な決着がつけられた。同憲法において定め
られた新しい議会であるロシア連邦議会は国家会議と連邦会議の２院制をと
り，それぞれ下院と上院を構成した。国家会議の議員定数は450名で，任期は
４年とされ，21歳以上のロシア市民に被選挙権が与えられた。選挙制度は，
憲法制定当初は小選挙区比例代表並立制を採用し，450議席中，半数の225議
席を比例代表制で，残りの半数の議席を小選挙区制で選出すると定められ
た(39)。一方，連邦会議は選挙ではなく，ロシア連邦の連邦構成主体の行政府
および立法機関の代表各１名により構成されるとされ，同院の議員定数は，
憲法制定当初は178議席であった。
　この新憲法の定めでは，大統領は首相をはじめとする閣僚の任命を行う。
ただ，内閣は施政のために議会の信任を得なければならない。大統領はまた，
「法令によって法律をつくるための権力や一定の特別な憲法上の抑制に服し
ているけれども，議会を解散する権限を有している(40)」。国家会議は大統領
による首相指名を拒否することができる。しかし，議会が３度それを拒否し，
大統領が自らの首相指名に失敗すれば，大統領は国家会議を解散し，かつ，
新しい議会選挙を求めることができる。議会はまた，政府不信任決議を行う
　Danks, op. cit., p. 212.
　この選挙制度は，2005年に制定された下院選挙法では「小選挙区制の廃止と比例代表
制への全面移行」という形に改められたが，さらに，2014年２月22日に制定された新し
い下院選挙法において，当初の制度である「小選挙区比例代表並立制」へと再び改めら
れた。
　Remington, op. cit., p. 61.
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ことができる。大統領と政府は，議会による最初の不信任の発議を無視する
ことができるが，その(41)発議が２度可決されると，大統領は議会を解散する
か，内閣を解任しなければならない。議会解散に関わる大統領の権限につい
ては，同憲法によって一定の制限を受けている。即ち，選挙が実施されて一
年以内である場合には議会を解散することはできないし，また，議会によっ
て大統領弾劾の手続きの請求がなされている場合，大統領が非常事態宣言を
出している場合および大統領の任期の期限が半年を切っている場合がそれに
当たる。さらに，大統領は議会で採択された法律を拒否することができるが，
議会は両院の３分の２以上の投票でこの大統領による拒否を拒むことができ
るとされている。
　1993年憲法は，大統領が国民の直接選挙によって選出されることを求める。
その際，最初の投票において絶対過半数を越える候補者が出ない場合には，
最初の投票における上位２者による決選投票が行われ，これにより，当選者
が確定される仕組みになっている。これはフランスにおける大統領選挙のそ
れとほぼ同じ方式である。憲法制定当初，大統領の任期は４年とされ，かつ，
連続で２期までと定められた。このように，国民の直接選挙で選出された大
統領は，「国家首長」および「憲法の番人」とされ，「国家権力諸機関の調整
された機能づけおよび協力を確保する」（第80条第１および第２項）ものと定
められている(42)。大統領の首相指名が議会の承認を得なければならないこと
についてはすでに述べた通りであるが，大統領は議会の同意を求めることな
く，副首相およびその他の閣僚たちの任免権を有している。大統領は基本的
に首相をはじめとする閣僚たちの任免を直接管理する権限を有しており，「政
府は大統領に対してのみ責任をもつ」と言われる状況がここに生じる。この
ように，1993年憲法は，前憲法と比較すると，大統領と議会との関係におい
て，総じて大統領に対してとても高い権限を与えるものとなっている。
　Ibid.
　Ibid., p. 63.
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２) 新ロシア連邦憲法裁判所の権限
　エリツィン大統領は，最高会議の解散を宣言した1993年９月21日，旧ロシ
ア連邦憲法裁判所の任を解き，同10月７日，同裁判所の活動を停止させた。
1993年12月に採択された新憲法には新しいロシア連邦憲法裁判所についての
規定が含まれていたが，この制度が機能し始めるためには，既存の法律の改
正に加えて，裁判官たちの新たな任命が必要であった。1994年７月，新しい
ロシア連邦憲法裁判所法が採択されたが，連邦議会がエリツィン大統領に指
名された裁判官の任命を数度にわたって拒否したために，実際に同憲法裁判
所がその活動を再開したのは1995年２月になってからのことであった。当初，
93年危機へと至る大統領と議会との政争の中で議会寄りの立場を示した憲法
裁判所の存否が危ぶまれたが，それは，93年憲法体制下での新たな政治環境
の中で，独立した司法審査の制度として存続しつづけることになった。
　ロシア連邦憲法裁判所の権限については，1993年憲法第125条において定め
られている。まず同裁判所は，「ロシア連邦大統領，連邦会議，国家会議，連
邦会議または国家会議議員の５分の１，ロシア連邦政府，ロシア連邦最高裁
判所およびロシア連邦最高調停裁判所，ロシア連邦構成主体の立法および行
政権力諸機関の質問」に応じて，以下に掲げるものがロシア連邦憲法と一致
しているかどうかについての問題を解決するものとされている。「連邦法，ロ
シア連邦大統領，連邦会議・国家会議およびロシア連邦政府の規範法」，「共
和国憲法，ロシア連邦国家権力諸機関の行為およびロシア連邦国家権力諸機
関とロシア連邦構成主体の共同行為に関わる諸問題について公布された連邦
構成主体の規約，同じく，法律およびその他の規範法」，「ロシア連邦国家権
力諸機関とロシア連邦構成主体の国家権力諸機関との間の協定およびロシア
連邦構成主体の国家権力諸機関との間の協定」，「ロシア連邦の未発効の国際
条約」がそれらである(43)。
　また，同裁判所は，「連邦の国家権力諸機関間の」，「ロシア連邦の国家権力
　Топорница,Б.Н, Ю.М.Батурина и Р.Г.Орехова. 1994. Конституция  Российской  
Федерации: : Комментарий,  Юридическая Литература, стр. 522-523.
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諸機関とロシア連邦構成主体の国家権力諸機関間の」かつ，「ロシア連邦構成
主体の最高国家諸機関間の」権限についての争議を解決し，また，「市民の憲
法上の諸権利と自由の侵害に関する請願および裁判所の質問に応じて，具体
的な問題において適用された，もしくは適用されようとしている，然るべく
連邦法によって定められた法律の合憲性について審査する」とされている。
さらに，同裁判所は，「ロシア連邦大統領，連邦会議，国家会議，ロシア連邦
政府，ロシア連邦構成主体の立法権力諸機関の質問に応じて，ロシア連邦憲
法の解釈を行う」。また，「違憲であると認められた法令もしくはそれらの個
々の規定は効力を失う」ものとされる。ロシア連邦憲法に即さないロシア連
邦の国際条約についても同じである。最後に，同裁判所は，「連邦会議の質問
に応じて，国家反逆もしくはその他の重大な犯罪の科でのロシア連邦大統領
の弾劾決議に関わる既定の手続きの遵守についての判断を与える」ものとさ
れている(44)。
　このように，新しいロシア連邦憲法裁判所には，主に，ロシア連邦の法律
をはじめとする連邦および連邦構成主体の法令等を対象とする抽象的規範統
制の権限，権限争議を解決する権限，憲法不服申立てまたは裁判所の質問に
もとづく法律の憲法適合性審査の権限および93年ロシア連邦憲法の解釈権と
いった権限が与えられている(45)。旧憲法裁判所時代とは異なって，新しい憲
法裁判所には自らの発意に基づいて法令の合憲性を審査する権限や意見提示
の権限は認められていない。同裁判所の裁判官は15名から19名へと拡大され
た(46)。1994年７月に制定されたロシア連邦憲法裁判所法の規定に従って，裁
判官の任期は更新不可の12年となり，終身ではなくなった。義務的な70歳定
　Там же, стр. 523-524.
　小森田前掲書，141頁。
　1994年７月のロシア連邦憲法裁判所法の制定当初では，この19人の裁判官たちはそれ
ぞれ10人と９人という割り振りで２つの審査室（chamber）に配置された。ほとんどの
訴訟はこの２つの審査室で審理されるが，ロシア連邦憲法と共和国憲法や地域の憲章と
の合憲性を争う訴訟や憲法解釈および大統領の弾劾手続きといった特に重要な判断を求
められる裁定については，これとは別に，全員参加の法廷が開廷されるとされた
（Thorson, op. cit., p. 45）。
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年制が採用され，任官の下限年齢についても，35歳から40歳へと引き上げら
れた(47)。しかし，旧憲法裁判所時代から任官していた13人の裁判官について
は，この規定の適用外とされ，ひき続き65歳までの勤務が認められた。さら
に，必要とされる法律専門職の経歴についても，10年以上から15年以上へと
改められ，また，公認の資格証明書をもつことなどが同裁判所裁判官候補の
新たな資格要件となった(48)。
　1994年１月１日，新しいロシア連邦憲法が発効したが，ロシア連邦憲法裁
判所の裁判官の任命は大きく遅れることになった。ヴァレリィ・ゾルキン元
長官をはじめとする13名の旧憲法裁判所時代の裁判官たちはひき続き新しい
憲法裁判所の裁判官として任官することを認められたが，新規任用の追加の
６名の裁判官の補充は順調には進まなかった。1994年のロシア連邦憲法裁判
所法は，司法資格委員会の推薦に基づく形で大統領が指名し，連邦会議での
単純多数決による承認をもって，同裁判所の裁判官を任用すると定めてい
る(49)が，中央と地方との権限をめぐる政治的な利害関係を背景として，連邦
構成主体の代表たちから成る連邦会議は大統領に指名された候補者たちを厳
しい審査に晒し，彼らの多くが同院によって拒否された。憲法裁判所法が制
定された1994年７月から19人目の裁判官が決定されるまでに約７カ月を要し
た。最後の一人が決定された1995年２月９日，ロシア連邦憲法裁判所は，ウ
ラジーミル・ツマノフを長官として，一年以上の停止状態の後，ここにその
活動を再開した。
３) 新ロシア連邦憲法裁判所の活動
　カーラ・トーソンは，1995年から97年にかけてのツマノフ長官の時代，新
しく活動を再開したロシア連邦憲法裁判所は，「訴訟についてのその選択にお
いて，基本的に異なる戦略に携わり」，ゾルキンが長官を務めた旧憲法裁判所
　同上，141-142頁。
　Danks, op. cit., p. 212.
　Thorson, op. cit., p. 48.
岡　法（64―３・４)
19
640
???
時代と比べて，同裁判所の「判決要録は，政府諸機関の注目を集めた司法論
争から共和国や地域によって提起された市民的権利の問題と連邦制度の問題
へと大きく推移した(50)」と述べている。トーソンによって示された指標で
は，ゾルキン時代の憲法裁判所によって審議された訴訟の全体の配分は，権
力の分立が42%，連邦制度が28%，個人の権利が30%であったのに対して，
ツマノフ時代では，それはそれぞれ，10%，30%，60%となっている(51)。両
長官時代の比較において，新しい憲法裁判所において最も多くなった訴訟は
市民的権利に関わる問題であった。さらに，司法審査のために受理された訴
訟についても，ゾルキン長官時代の裁判所が，「異議申し立てを受けた法令の
３分の２以上を全部または一部違憲であるとしたのに対して，ツマノフのそ
れは，異議申し立てを受けた法令の半分程度しか違憲とはしなかった(52)」と
されている。こうした傾向は，ツマノフ長官時代の憲法裁判所における政治
訴訟の減少を示すものであり，それはまた，93年政治危機以後の議会と政府
との間の政治的論争の相対的減少に相応したものでもあると言えよう。
　1993年憲法体制下のロシアにおいて，連邦政府と共和国もしくは地域との
間の権限をめぐる問題を主たる対象とした連邦制度に関わる幾つかの訴訟
は，新しいロシア連邦憲法裁判所が行った裁定の中でも特に政治的に重要な
ものであると考えられる。エリツィン時代を通じて，連邦政府と議会の政治
的対立が常態化する中，共和国政府をはじめとする地方の自治的要求が高ま
り，エリツィン時代のロシアでは，中央と地方との関係において，非中央集
権的な傾向が顕著なものとなっていた。プーチン大統領は，次章で述べるよ
うに，こうした中央と地方との関係を「垂直権力」の下に強い中央集権的な
政治体制の構築に向けて大きく改めるための一連の改革を行った。この「垂
直権力」の強化の流れの中で，プーチン時代を通じて，「憲法の下で連邦構成
主体の権限を限定すること(53)」が新しい憲法裁判所の果たすべき主要な役割
　Ibid., p. 121.
　Ibid., pp. 121-122.
　Ibid., p. 122.
　Remington, op. cit., p. 237.
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の一つとなった。
　1990年代を通して，ロシア連邦憲法裁判所は地方の意向に対しても一定の
配慮を示しながら，「自らの自治を要求するための地方の行政府と議会の努力
に反して，連邦法を支持する一連の決定(54)」を行ったが，同裁判所の連邦政
府寄りのこうした傾向は，プーチン時代に入って，より明確なものになった
と考えられる。例えば，2000年６月に出されたアルタイ共和国憲法に関する
判決はそのことを如実に示している。それは，アルタイ共和国の主権を認め
た同国憲法の規定を違憲とするものであり，同裁判所は憲法に同様の規定を
もつ６つのすべての共和国の憲法裁判所の長官たちに対して，共和国憲法に
おける「これらの規定がすべて自動的に無効となり，かつ，取り除かれるべ
きである(55)」との説明を行った。
　新しいロシア連邦憲法裁判所が活動を開始した1995年から2012年までの17
年の間において，同裁判所は約350件の裁定を行った(56)。これらの裁定のほ
とんどは特定の法令や諸規則の合憲性を審議するものであった。例えば，1995
年，憲法裁判所は分離傾向の強まったチェチェン共和国における軍の使用に
関わる大統領令と連邦政府の法令を支持し，翌96年にはモスクワをはじめと
する幾つかの都市において居住を制限する市法を違憲とする判決を行った。
また，連邦会議と大統領の権限紛争の形をとった1999年のグシンスキー検事
総長の停職問題では，「検察庁法には検事総長の停止についての特別な規定が
欠けている以上，大統領令による検事総長の職務停止は合憲(57)」であると判
決した。さらに，同裁判所は，2005年，連邦構成主体の知事をはじめとする
最高役職者の候補を連邦大統領が提案する権限を認める判決を行った。
　ロシア連邦憲法裁判所における「ほとんどの訴訟はその決定に２～４週間
　Ibid.
　Ibid., p. 238.
　Shiraev, Eric. 2013. Russian Government and Politics, Palgrave macmillan, 
p. 139.
　「ロシア連邦憲法裁判所の主な判決・決定」http: ruseel.world.coocan.jp/RCCindex.
htm 14.10.2014.
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を要し，その時間のほとんどがこうした決定を起草するという骨の折れる作
業に費やされる(58)」とされる。同裁判所は年に約20の裁決を行うが，この他
に判決へとは至らない年に数百の決定を行う。また通常，同裁判所が訴訟も
しくは調査を受け入れる上での前提となる請願については，年間約１万５千
件に達するとされる(59)。1993年憲法の下で活動を再開した現在のロシア連邦
憲法裁判所は，旧憲法裁判所と比べて，連邦大統領をはじめとする国の最高
役職者の行為の合憲性について裁定することはできないし，自らの発意で訴
訟を開始することもできない。また，同裁判所は政治的に重要な訴訟におい
て概ね大統領をはじめとする連邦政府寄りの裁決を行う傾向にあると考えら
れるが，ここで記した裁定等の年間件数が示すように，1995年以来の同裁判
所の活動はけっして停滞したものとはなってはいない。特に，市民の憲法上
の権利と自由の侵害に関わる訴訟において一定の重要な役割を果たしてお
り，その意味において，新たに活動を再開した現在のロシア連邦憲法裁判所
の存在は，同国の民主化の行方にとって，それを促す上での潜在的な可能性
を大きく秘めたものであると考えられる。
Ⅳ. プーチン以後の諸状況
　2000年３月に実施された大統領選挙で，プーチンは過半数の52.2%を得票
し，２位につけた共産党のジュガーノフ候補の29.4%を大きく引き離す形で大
統領に当選した。同年５月，プーチンは正式にロシア連邦の大統領に就任す
る。大統領選挙に臨むに当たって，プーチンはエリツィン時代のロシアが不安
定であった主たる原因を何よりも国家権力の弱体化に求め，その強化こそが
急務であると力説した。安定した秩序ある社会を実現するために，強い国家権
力に裏打ちされた法治国家を実現せねばならないという考え方が強調され，
　Remington, op. cit., p. 238.
　Herspring R, Dale. 2007. Putinｾs Russia: Past Imperfect, Future Uncertain, 
Rowman ＆ Littlefield, p. 109.
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特に，「連邦法に違反する形で独自の法律を制定し，あたかも中央から半ば独
立状態の様相を呈していた地方の現状を憂慮し，そうした現状を連邦政府の
強化という方向で是正していくことが肝要であるとの見解」を示した(60)。
　大統領に就任したプーチンは即座に国家権力の中央集権化を目的とした一
連の改革を断行していった。「地方自治体の首長が自動的に上院議員となる現
行制度が廃止され」，また，「知事や地方自治体首長が連邦法に違反した場合
には大統領が彼らを解任できる新たな法的措置が講ぜられた(61)」。さらに，
彼は，政党法や選挙法の改正を通じて野党の政治的周辺化を図り，政権与党
である「統一ロシア」の圧倒的優位を背景にして，政府によって提出された
法案の迅速な成立を実現させた。こうした強引かつ効果的な政治手法ととも
に，プーチン大統領の統治スタイルを特徴づけるものとして，「統治型政治」
が挙げられる。同大統領は自らを官僚たちの「パトロン」と位置づけ，ソ連
時代の共産党による「党＝国家」体制の下で採用されたノーメンクラツーラ
の制度を彷彿とさせる人事政策を行った。エリツィン時代における非中央集
権的な人事政策の在り方が連邦内の共和国や地域を半ば独立状態にしてし
まった現実に対して，プーチン大統領はこうした共和国や地域も含めた人事
政策の中央集権化のプロセスを推進し，主として，軍や保安機関および彼が
地方官僚であったサンクトペテルブルク時代の人脈を駆使して，こうした中
央集権的な人事政策のための人員確保に努めた(62)。
　この時期，プーチン大統領自らがしばしば口にした「法の独裁」「垂直権
力」「国家の強化」といった言葉が意味するところは，同大統領が推し進めた
　河原祐馬　2013「プーチン＝メドヴェージェフ政権下のロシア政治―金融・経済危
機をめぐる問題との関連で―」『岡山大学法学会雑誌』第63巻第１号，65頁。
　同上，66頁。
　プーチンがその中央集権的な人事政策において推進した人員確保の範囲は多岐にわ
たっている。連邦中央レベルでは，大統領府の官僚，外務・内務・法務・連邦保安庁の
閣僚，憲法裁判所の裁判官，検事総長，最高裁判所の裁判官，連邦管区の全権代表およ
び同代行，商業・軍・一般（仲裁もしくは下級）裁判所の裁判官，その他の省庁の連邦
副大臣といったポストが大統領によって任命され，また，地方レベルでも，連邦官僚に
よる組織的ネットワークの構築が試みられた（河原　2007 前掲論文，79頁を参照）。
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一連の改革の究極の目的が国内秩序の回復と大国ロシアの復活という同国の
伝統的な大国主義の路線に立ったもの(63)であり，こうしたプーチン以後の大
統領府を中心とした連邦権力の強化を目指した中央集権的な諸政策の動向に
ロシア連邦憲法裁判所をはじめとする同国の司法府の活動も大きな影響を蒙
ることになった。
　1997年２月，95年にロシア連邦憲法裁判所が活動を再開した時に長官と
なったウラジーミル・ツマノフが定年退職を迎える。このツマノフの後任と
なったのはマラット・バルガイであり，彼が，1997年から2003年まで２期６
年にわたって，同裁判所の長官職を務めた。この時期はエリツィン時代から
プーチン時代への移行期に当るが，バルガイ時代の憲法裁判所は，前任のツ
マノフの時代と同様に，政治問題への関与をできる限り回避しつつ，政治的
含意をもつ訴訟を注意深くとり扱った。バルガイ長官の時代は，旧憲法裁判
所時代から在職していた裁判官たちの多くにとっての退職時期と重なってお
り，それ故にこの時期，クレムリンの為政者たちの関心が同裁判所の裁判官
たちの任免をめぐる問題へと向けられた(64)。
　裁判官の任免をめぐる問題は司法制度の独立にとって大きな意味をもって
おり，特に，雇用保障の条件は裁判官たちの在職中の挙止に少なからぬ影響
を与えるものであると考えられる。旧憲法裁判所が創設された1991年と新し
い憲法裁判所法が制定された1994年において定められた憲法裁判所の裁判官
たちの在職制限と退職年齢がそれぞれ，前者が「終身で65歳」，後者が「12年
で70歳」であったことについては，先に言及した通りである。こうした雇用
保障の条件は，プーチン以後の時代では，先ず2000年に，1994年から2000年
にかけて任命された裁判官については「15年で退職年齢なし」とされ，その
後，2001年に，同じく1994年から2000年に任命された判事に対して「15年で
70歳」と改められ，また，2005年には，すべての裁判官に対して「終身で70
　河原祐馬　2009「ロシア政治における「秩序の制度化」―プーチン＝メドヴェージェ
フ政権の今後を見据えて―」島田幸典・木村幹編『ポピュリズム・民主主義・政治指
導』ミネルヴァ書房，127頁。
　Thorson, op. cit., p. 122 and p. 145.
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歳」と，その雇用保障の条件が推移している(65)。さらに，メドヴェージェフ
大統領時代の2010年末，ロシア連邦議会は憲法裁判所長官の年齢制限をとり
除く法改正を行った。この背景には，翌年の2011年に実施予定の下院議会選
挙を見据えて，2003年に同裁判所の長官に返り咲いた政権に忠実なヴァレ
リィ・ゾルキンの長官職の継続を望む大統領府の政治的意向が大きく働いて
いたと考えられている(66)。
　プーチン以後のロシアにおいて，特に，ロシア連邦憲法裁判所の政治的独
立性をめぐる問題との関係で大きな注目を浴びた２つの出来事があった。一
つは同裁判所の長官および副長官の選出方法に関わる憲法裁判所法の改正問
題をめぐるものであり，いま一つはロシア連邦憲法裁判所のモスクワからサ
ンクトペテルブルクへの移転問題である。2009年５月，メドヴェージェフ大統
領は，憲法裁判所の長官と副長官が大統領の指名に基づき連邦会議に提案さ
れる方向での憲法裁判所法の改正案を提示し，同６月，この改正は正式に決定
された。同法の従来の規定では，憲法裁判所の長官および副長官は同裁判所の
裁判官たちによって選出されることになっていた。長官と副長官は更新可能
な３年任期で単純過半数によって選出されていた(67)が，これらの職位は同裁
判所の手続きや行政上の業務に関わる権限と密接に結びついており，特に，長
官は同裁判所の裁判官の任免においてとても重要な役割を果たしていた。
　メドヴェージェフ大統領によってなされたこの憲法裁判所法の改正をめぐ
る問題に関連して，同裁判所の裁判官であったウラジーミル・ヤロスラフ
チェフが，2009年８月付のスペインの新聞「エル・パイス」に対するインタ
ビューにおいて，大統領と保安機関がロシアの司法的独立を侵食していると
して，同法の改正に関わる政権側の措置を批判した。同10月，憲法裁判所は，
ヤロスラフチェフ裁判官が司法の権威を貶めているという理由で彼を告発し
　Ibid., pp. 147-149.
　Orttung, Robert W. 2011.“Russia”, Sylvana Habdank-Kolaczkowska and Christopher 
T. Walker (eds), Nations in Transit 2011 : Democratization from Central Europe to 
Eurasia, Freedom House, p. 469.
　Thorson, op. cit., p. 46.
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た。アナトーリィ・コノノフが，このヤロスラフチェフ裁判官に対する裁判
所の対応に抗議し，同改正問題についてのヤロスラフチェフ裁判官の言動を
支持した。コノノフは旧憲法裁判所の創設以来の裁判官であり，同裁判所の
多数派の決定に対してしばしば異議を唱える人物として知られていた。コノ
ノフ裁判官はロシアには独立した司法は存在しないと主張し，同裁判所の長
官任命に関わる憲法裁判所法の新たな改正を非民主主義的であると非難し
た。彼はまた，同裁判所の同僚たちによるヤロスラフチェフ裁判官に対する
取り扱いを公然と批判した(68)。結果，コノノフは，自らの任期をあと７年残
す形で，2010年１月１日付で同裁判所の裁判官を辞任することを余儀なくさ
れた。また，ヤロスラフチェフについては憲法裁判所の裁判官に留まったが，
同国の裁判官たちの規律を監督する裁判官会議における役職を辞する結果と
なった。
　2008年５月，ロシア連邦憲法裁判所の所在地が，モスクワからサンクトペ
テルブルクへと移された。この憲法裁判所の所在地の変更は，一般には，「そ
れをモスクワに本部を置く中央の国家諸機関のネットワークから遠ざけるこ
とによって，憲法裁判所の政治的威信を減じさせるための努力(69)」と考えら
れている。カーラ・トーソンは，この移転問題に触れて，プーチン大統領が
同裁判所の独立と威信を高めようとしているのか，それとも貶めようとして
いるのかと問いかけ，その上で，以下の３つの可能性について言及している。
「首都の外に所在する憲法裁判所はその威信を増大させ，かつ，長期にわた
る権能を増大させつつ，連邦政府に対する依存をより少なくし，かつ，より
影響を受けにくくする」との見解が最初の可能性であり，その際，トーソン
は，この見解を支持する一例として，カールスルーエにあるドイツ連邦憲法
裁判所の事例をとり挙げている。２つ目は，この移転が「裁判所を政治権力
の中心から遠ざけ，かつ，その影響を周辺化させるための試み」とする一般
的に論じられている見解であるが，彼女は，この対極的な２つの可能性とは
　Ibid., p. 152.
　Ibid., p. 149.
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別に，プーチン大統領とサンクトペテルブルクの地方政治家たちとの縁故関
係の文脈に立って，３つ目の可能性について指摘している(70)。周知のよう
に，プーチン大統領はサンクトペテルブルクの出身であり，現にこの移転計
画を2003年に初めて提案したのは，同大統領によってサンクトペテルブルク
の知事に任命されたヴァレンチーナ・モトヴィエンコであった。これら３つ
の可能性のどれが真相に最も近いものであるのかについては定かではない
が，議会の野党勢力や憲法裁判所の裁判官たちの激しい反対にもかかわらず，
この移転が実際に実行に移されたことは，プーチン大統領とロシア連邦憲法
裁判所との政治的な力関係を明瞭に示すものであったと言えるだろう。
　プーチンとメドヴェージェフは，「司法審査を行う独立した，かつ，強力な
憲法裁判所の価値を大いに誉めそやした」が，同裁判所に対する両大統領の
対応は，エリツィン時代に比して，実際の「政治システムにおいてその影響
と権威を周辺化させる」方向に進んでいると考えられる(71)。プーチン＝メド
ヴェージェフのタンデム政権下のロシアにおいて，ロシア連邦憲法裁判所を
はじめとする同国の司法府に対する政権による政治圧力の強化については多
くの関係者が指摘するところであるが，特に，プーチン以後の憲法裁判所の
政治姿勢が政権に対して概ねより迎合的なものになっていることは確かに否
めない事実である。2014年になされたクリミア自治共和国とセヴァストポリ
特別市を連邦構成主体としてロシア連邦に編入することを定めた国家編入条
約の合憲性の認定や政治活動に関わる外国から資金提供を受けるすべての 
NGO に対して外国のエージェント機能を有する組織としての登録を義務づ
けた外国人エージェント登録法の合憲性の裁定など，内外で注目を集めたこ
れらの問題に対するロシア連邦憲法裁判所の最近の判断は，同裁判所のこう
した政権寄りの姿勢を如実に示すものであったと言えよう。
　バルガイに代わって憲法裁判所の長官に就任したゾルキンは，2004年10月，
イズベスチア紙に対するインタビューにおいて，「純粋に憲法を条文通りに実
　Ibid., p. 150.
　Ibid., p. 145.
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行するのではなく」，「その時代の文脈において憲法の精神を解釈する」こと
の重要性を指摘した上で，「大統領の政策上の優先課題に同調する憲法裁判所
の必要性」について語った(72)。トーマス・レミントンは，ゾルキン長官のこ
の発言を，皮肉を込めて，「疑いもなく，憲法の「精神」についての裁判所の
解釈は，現在の政治風土に対する鋭敏性を必要とする(73)」と論評している
が，このように，プーチン以後のロシアにおいて，現ロシア連邦憲法裁判所
は，独立した司法審査機関としての自らの政治的中立性を維持する上で，少
なからず困難な状況下に置かれていると言えるだろう。
お わ り に
　2012年３月，与党「統一ロシア」の支持の下，プーチンが投票数の63.6%
を得票し，メドヴェージェフの任期満了に伴う大統領選挙を制した。プーチ
ンは同５月７日に大統領に就任し，翌８日，ロシア下院はメドヴェージェフ
前大統領の首相就任を賛成多数で承認した。ここに，プーチンとメドヴェー
ジェフとの間のポスト交換による新たな形のタンデム政権が誕生した。同政
権は，現在，メドヴェージェフ大統領時代との連続性の中，政権内の権力バ
ランスの構図を継続しつつ，基本的には，2008年に打ち出された同国の長期
的な発展戦略である「プラン2020」構想の実現に向けた諸改革を推進しよう
としていると考えられるが，今後のロシアの経済状況の推移が再び大統領と
なったプーチンを中心に新たに形成された現タンデム政権の政治的安定の行
方を占う上での最重要の指標であると言えるだろう。今日のロシアでは，
2000～08年のプーチン時代の８年間が果たしたような急速な経済成長はもは
や期待できず，同国が長期的には大きな構造上の問題に直面しているという
風潮が大勢を占めている(74)。
　エネルギー産業に大きく依存した偏向的な同国経済の実態をめぐる問題
　Remington, op. cit., p. 239.
　Ibid.
　河原　2013前掲論文，82頁。
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は，現プーチン＝メドヴェージェフ政権下のロシアにおいて，政権が克服す
べき課題としてそのまま残っており，現ロシア連邦はその将来にわたる発展
のための包括的な改革の実施を迫られている。同国の構造的懸念をめぐる問
題との関係で，汚職の横行や法の支配の欠如，企業の国家規制といった問題
が批判的に取り沙汰されており，特に，非効率な国営企業の事実上の民営化
に向けた改革の必要性をめぐる議論がますます高まっている。また最近では，
ロシアの長期的発展のための改革の是非が論じられる場合，そうした議論に
おいて，同国のいわゆる「資源の呪い」の弊害についての指摘が数多く見ら
れるようになっている(75)。
　2012年３月の大統領選挙ではプーチンが勝利を我が手にしはしたが，モス
クワをはじめとする都市部での与党離れが進み，それは，前年12月に実施さ
れた下院議会選挙における与党の低迷と同じく，プーチンに対して批判的な
同国の世論の動向を大きく反映したものとなった。下斗米伸夫は，この大統
領選挙の過程を経て，「プーチン時代に潤った，国家官僚的な経済運営，石
油・ガスなどのレントシーク（独占権の獲得・維持のための活動）的な利害
に基盤を置く層」と「中産階級を中心に，腐敗，官僚制，環境問題に対する
批判的な運動」との間に存在する「ふたつのロシア」の亀裂がますます深まっ
たことを指摘している(76)が，こうした政治社会状況の変化を背景にして，「ポ
スト・プーチン時代の始まり」と評される昨今のロシアにおいて，新たな政
治的再編の可能性をめぐる問題が盛んに論じられている。
　サクワは，プーチン以後のロシアにおいて，すでにエリツィン時代におい
ても見られた擬似立憲主義的な傾向が著しく加速したと論じる。彼によれば，
「立憲国家の構造と，市民社会，特に，政党と議会のアカウンタビリティの
構造との間に，行政レジームが現れ」，その「擬似立憲主義的な制度の創設
が，1993年憲法の精神を侵食した」とされる(77)。確かに，専従職員だけでも
　同上。
　下斗米伸夫　2012「プーチンⅡ：保守的改革の再登場と課題」『国際問題』No. 613，
13-14頁。
　Sakwa, op. cit., p. 10.
岡　法（64―３・４)
29
???
630
２千人に及ぶとされる大統領府という巨大な組織を通して自らの権限を行使
するロシアの連邦大統領の政治権力はとても強大である。例えば，外務省や
内務省，法務省，連邦保安庁および国防省といった国家の安全に大きく関わ
る，いわゆる「権力省庁」は，大統領直属の機関として，その監督を直接受
けるものとされている。これに加えて，「多種多様な監督および協議的な機
能を実行する，大統領によって資金を与えられ，かつ，指揮される多岐にわ
たる広範囲の公式もしくは半公式の委員会や行政機関が存在している(78)」。
大統領はまた，その議長として，ロシア連邦安全保障会議を主宰する。これ
も大統領直属の機関であり，それは，権力省庁の大臣やその他の安全保障に
関わる官庁，首相および連邦管区の大統領全権代表等によって構成されてい
る。現在のところ，「安全保障会議の権利や義務を定める法律が存在していな
いため，同会議の構造や役割および権限は大統領の恣意に委ねられた(79)」も
のとなっている。
　エリツィンとプーチンの両大統領はその時々の必要に応じて，直接，大統
領に責任をもつ制度を創設した。例えば，プーチンは2000年に，大統領が議
長を務める協議機関として，連邦構成主体の執行機関の長により構成される
国家評議会を創設したが，それは，上院である連邦会議に類似した権能を有
している。また，彼は2005年にロシア社会公共院（public chamber）を創設
した。この組織は政府の協議機関であり，「法案と議会の活動を監視し，連邦
および地域行政の活動を審査し，また，議会や政府に対して，国内問題につ
いての拘束力のない勧告を行い，法律侵犯の可能性を取り調べ，国の諸機関
からの情報を要求する(80)」権限をもっている。この２つの制度は，「議会の
幾つかの審議上の代表機能に比肩するものであり，それ故に，議会の役割を
低下させる(81)」ものとなっている。こうした擬似立憲主義的な制度の拡大は
憲法秩序から離れて大統領の実質的な権力を強化する役割を果たしており，
　Remington, op. cit., p. 64.
　Ibid.
　Sakwa, op. cit., p. 11.
　Remington, op. cit., p. 65.
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例えば，トーマス・レミントンは，大統領の権限があまりに広大なものとなっ
ているプーチン以後のロシアの政治制度を「超大統領制」という言葉を用い
て説明する(82)。しかし，こうした擬似立憲主義的なロシア政治の在り方は，
現行憲法で定められた議会をはじめとする正規の公的制度の権威を貶めるも
のであり，それ故に，「自立した憲法秩序の発展と生気にあふれた市民の文化
および市民社会の出現(83)」を大きく阻害するものになっていると言えるだろ
う(84)。
　こうしたプーチン以後のロシア政治の現実にあって，憲法裁判所をはじめ
とする同国の司法機関が置かれている状況は，これまで長年にわたって司法
審査の伝統を育んできた欧米の先進的な民主主義諸国の観点から見れば，主
として，司法の「政治化」という文脈で論じられがちであると考えられる。
本論においても見てきたように，旧憲法裁判所から新しい現憲法裁判所へと
至るプロセスは，同裁判所の権限を相対的に制限するものとなっており，ま
た，政権による政治圧力の高まりは，憲法裁判所をはじめとする司法の権威
と独立にとって望ましくはない影響を与えている。しかし，ロシアにはこれ
まで，「市民の権利を保護し，かつ，独立した司法機関をもつ法治国家を維持
するという伝統が欠如(85)」しており，ロシアの憲法裁判所は，一党独裁体制
下にあったソ連邦の崩壊期に，本格的な司法審査の制度として，自らの最初
の活動を開始した。1991年に憲法裁判所がロシアにおいて創設されてからほ
ぼ四半世紀の月日が流れたが，同裁判所の活動はまだその途に就いたばかり
である。欧米の先進的な民主主義諸国と比べれば，憲法裁判所をはじめとす
　Ibid., pp. 66-67.
　Sakwa, op. cit., p. 12.
　サクワは，現在のロシアについて，「疑似立憲主義の行為規範は，憲法の条文に公式に
は違反することなく，立憲主義の精神を著しく掘り崩す」ものであり，「プーチンのレ
ジームが憲法の条文の範囲を全体として踏み越えないように配慮している」とした上で，
「しかし，「操作された民主主義」のシステムが罰せられることもなく，また，アカウン
タビリティの欠如をもって振る舞うことができるということは，それがしっかりと疑似
立憲主義の疑わしい状況下にあるということを意味している」と論じている（Sakwa, 
op. cit., pp. 10-11）。
　Sakwa, op. cit., p. 7.
岡　法（64―３・４)
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るロシアの司法府が有する現在の権威はまだ高いものであるとは言えない
が，しかし，ソ連崩壊後のロシアにおける憲法裁判所の活動は，それまでの
同国の歴史には見られなかった一定の重要な政治的影響を与えてきたと考え
られる。
　今日，連邦大統領をはじめとするロシアの為政者たちは同裁判所の決定を
まったく軽視して行動することはできないし，それは，政治家たちや個々の
市民が彼らの請願を通して自らの利益や権利を実現するための一定の有効な
政治的ツールとしての役割を果たしている。本論においても言及したように，
ロシア連邦憲法裁判所は，特に，市民の憲法上の権利と自由の侵害に関わる
問題において少なからぬ役割を果たしており，同憲法裁判所の今後の活動は，
ロシアの近代化と民主化プロセスを進展させる上で，けっして無視し得ない
潜在的な可能性を有するものであると考えられる。文字通り，ロシアにおけ
る政治の「司法化」というプロセスはようやく始まったばかりであると言え
るのである。
＊　本稿は，平成26年度日本学術振興会科学研究費補助金・基盤研究ʙ「東南アジア
における政治の民主化と司法化」（研究代表者 玉田芳史）による研究成果の一部で
ある。
ロシアにおける政治の「司法化」：憲法監督制度をめぐる問題との関連で
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